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コンジョイント分析モデルの適用に向けて一一
林拓也
1 .本稿の目的
現代社会においては、人々が職業に就いたりキャリアを形成していくにあ
たって、いくつかの選択肢を吟味・勘案し、その上で進路を選択・決定するこ
とが一般的である。どのような職業を志向するかについて人々は、幼少期・青
年期における「将来の夢」として、進学の決断や学校種別 ・学部専攻を選択す
る際、また実際に就職活動を行う際など、ライフコース上における多くの場面
でそれを考える契機がある。
さて、 一言で職業志向といってもその様態はひとつではない。職業に関する
属性として挙げられるのは、自営・被雇用などの従業形態、勤務先組織の規模
や業種（産業）、組織での役職・職位、仕事内容（職種）、職業によって得ら
れる経済的報酬 （収入）など、きわめて多様性に富んでいることから、職業の
志向についても上記の多元的な属性ごとに、あるいは多元的な属性の比重とし
て存在すると思われる。そして、このような志向の多元性は、職業志向のユ
ニークな特性として注目に値するとも言える。
職業に関する希望や選好は、諸種の社会調査においてその実態が探索されて
きた。ただし、それぞれにおいて志向の一部分を捉えているものの、上述のよ
うな多元性をもっ職業志向について、幅広く体系的に明らかにしているとは言
えない。本稿では、これまでの職業志向研究として、職業アスピレーション研
究と職業価値観を扱う研究を備隊した後、それらでは捉えきれない職業志向を
抽出するための分析モデルとして、マーケティングなどの分野でよく用いられ
ているコンジョイント分析ConjointAnalysisに着目する。そして、実際の調査
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に向けての基本的枠組みを検討し、職業志向に適用するための試論としたい。
2.職業志向を捉える従来の視点
2.1.職業アスピレーション一一 職業志向の垂直的次元
社会的格差を扱う階層研究において、人々の職業志向は、職業的地位という
垂直分化に対する意欲＝職業アスピレーションとして位置づけられることが多
い。その先駆的研究は、 Sewellet al.(1969）をはじめとするウイスコンシン ・グ
ループによる一連の研究成果に求められる。その基本的枠組みでは、アスピ
レーションが先行地位とその後の地位とを媒介する機能を有していることが想
定されており、高校在学時のアスビレーションに焦点を当てた調査（在学時お
よび7年後の追跡調査）によって、アスピレーションが親・教師・友人といっ
た「重要な他者 signific釦tothersJの影響を最も強く受けていること、アスピ
レーションがその後の地位達成に一定の影響を及ぼしていること、などが検証
された。これに端を発して、階層研究においては地位達成に対するアスピレー
ションの効果を分析した研究（Ottoand Haller 1979、中山・小島 1979など）、
また就学期にある学生の職業希望の規定要因を分析した研究（Kerckhoff
1974、荒牧2001、有国2002、片瀬2003など）が展開されている。これらの研
究において、職業アスピレーションは、対象者の希望する「職種」によって表
されることが多く、とりわけ地位達成意欲の高低に特化する場合は、職種に基
づいてスコア化された「職業威信スコア」や「社会経済的地位指標Socio・Eco-
nomic-IndexJがその指標として用いられる。このように、階層移動研究におけ
る人々の職業志向は、職業の一元的垂直分化を前提として、個々人がどの程度
高い地位の職業を志向するかをその研究の支柱としているのであるヘ
2.2.職業価値観一一一職業志向の多元的構造
社会階層以外の研究分野においては、職業が有する多面的な性質を前提とし
て、それら多元的価値に対する重要度を捉える場合も多い。これは一般に「職
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業価値観」と呼ばれ、心理学および周辺領域（社会心理学、組織心理学な
ど）、また各種意識調査（NHK世論調査、 ISSP職業意識調査など）において数
多くの調査研究がなされている。その内容としては、以下のように3種類に大
別される（九
(a）職業価値観の内的構造の析出を目的とした研究で、多数の項目に対する対象
者の回答に基づき職業価値に関する下位次元や共通因子が検討されてきた。主
要な価値として、仕事の内容・性質、あるいはそれに関わる個人的満足の源泉
などの「内在的価値J、仕事に付随する報酬・条件などの「外在的価値」、仕
事内容や条件における自己決定裁量の大きさを示す「自律的価値」が挙げられ
る（0’Connorand Kianne 1961、Elizur1984、Okadaet al. 1986、中西・三JII 1988 
など）。
(b）職業価値観と個人属性との関連を扱った研究で、調査対象者の性別・年齢・
学歴・職業・収入などによる各価値重視度の相違や、価値観の規定要因として
これらの属性による効果が分析されている（Centers and Bugental 1960、Kohn
and Schooler 1969、岡本・原 1979、Lacyet al. 1983、Vander Velde，巴tal. 1998な
ど） 。
(c）職業価値観に基づく職業選択やキャリアとの関連を扱った研究で、就職前の
学生の価値観と職業希望との関連を対象とした研究（Rosenberg1957、Under.凶1
1966、若林ほか1986など）、就職前の職業価値観と実際に就いた職業の特性、
さらに就職後の価値観との対応関係に着目した研究（Mortimerand Lor巴nc巴
1979、Lindsayand Knox 1984）、転職行動との関連を扱った研究（B副oland 
Manhardt 1979、森永1997）などが挙げられる。
現代日本における様相を概観するために、日本の全国サンプルを対象として
2000年に実施された f日本版総合社会調査（JGSS)Jデー タを用いて、上記，（a)
(b）について実際に分析を行ってみた町職業価値観の変数として本稿で取り上
げるのは、下記の設問およびそれに対する対象者の回答である。
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－質問文 （面接票問12) 「ここにあげる仕事に関した項目は、あなたにとって
どの程度重要であると考えますかJ
・項目（［］ 内は以降で用いる略称）
雇用が安定していること ［安定】
高収入であること ［収入］
昇進の機会が多いこと ［昇進】
興味のある仕事であること 【興味］
干渉されず、独立した仕事であること 【独立］
他の人のためになる仕事であること 【他人］
社会のために有益な仕事であること ［有益］
働く時間、日などを自分で決定できる仕事であること ［時間】
職業価値観は、職業・仕事に関わる諸項目をどの程度重視しているかの回答
に基づき、 「非常に重要であるJ=3／「重要であるJ=2／ 「どちらともいえ
ない」＝I／「重要でないJ「まったく重要でない」＝Oというスコアを付与し刷、
全サンプルを男女に分けた上で、それぞれ因子構造の析出を試みた （表1）。
因子抽出に際しては主因子法を用い、初期解において固有値1以上を示した3つ
の因子について因子負荷量・共通性を算出、そして因子の解釈のためプロマッ
クス法による斜交回転を施した。結果は男女で類似しており、第I因子は【有
益］ 【他人］の負荷量が高く、また［興味］の負荷も若干見られることから、
仕事の内容、その中でもとくに社会的貢献に対する重視度を表すと判断され
る。第2因子は｛収入］の負荷量が高く、それに次いで［安定11昇進］の負
荷も見られることから、仕事・職業活動に付帯する諸条件、とくに報酬に対す
る重視度を表すと判断される。第3因子は［独立］、ついで［時間］の負荷量
が高く、仕事内容・労働時間の裁量に対する重視度を表すと判断される。より
大まかに捉えれば、第l因子は「内在的価値志向」、第2因子は「外在的価値志
向」、第3因子は「自律的価値志向」と呼ぶこともでき、おおむね先行研究に
おいても検出された価値観の次元が再現されているといえる。ただし、各変数
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の共通性が［安定】 ［昇進】 ［興味］ 【時間］において低いこと、また3因子
による累積寄与率が50%に満たないこと（男性47.3%、女性43.8%）などから、
個々の価値観項目の分布が上記の3因子に集約できるという結論は留保が付け
られる。
表 l因子分析結果（主因子法による抽出後、プロマックス法による斜交回転）
男性 女性
因子負荷量 共通性 因子負荷量 共通性
因子 l 因子2 因子3 因子 l 因子2 因子3
有益 0.885 0.044 -0.069 0.768 0.843 0.030 -0.083 0.669 
他人 0.788 ”0.044 0.077 0.649 0.826 ・0.068 0.047 0.683 
興味 0.333 0.159 0.182 0.264 0.345 0.173 0.214 0.337 
収入 -0.121 0.825 0,075 0.659 -0.094 0.806 -0.007 0.598 
安定 0.104 0.502 -0.148 0.270 0.146 0.503 -0.111 0.286 
昇進 0.113 0.438 -0.010 0.235 ・0.012 0.413 0.113 0.213 
独立 ・0.013 -0.038 0.821 0.653 -0.006 -0.020 0.700 0.477 
時間 0.069 -0.029 0.51 0.284 -0.002 0.008 0.495 0.241 
固有値（寄与率）
初期 2.657 1.404 1.096 2.714 l.275 l.080 
(33.2) (17.5) (13.7) (33.9) (15.9) (13.5) 
抽出後 2.206 0.875 0.702 2.218 0.779 0.507 
(27.6) (10.9) (8.8) (27.7) (9.7) (6.3) 
回転後 1.896 l.417 l.329 l.922 l.456 l.344 
因子間相関
因子 l 1.000 0.331 0.372 l.uOO 0.374 0.478 
因子2 1.000 0.249 l.000 0.365 
因子3 l.000 l.000 
次に、職業価値観が個人属性とどの程度関連しているかを検討した結果を図
1～図3にまとめた円個人属性としては、性・年齢・学歴・現職を取り上げ
る。まず因子分析において「内在的価値」への重視度を表すと考えられる第l
因子の負荷が高い3項目に着目すると（図1）、（a）性別で見ると、女性より男性
がこれらの価値を重視している、（b）年齢別で見ると、項目によって傾向の違い
があり、 ［他人11有益］は401-tが最も重視しているのに対し、 ［興味】は若
年層ほど重視している、（c）学歴別で見ると、高学歴ほどこれらの価値を重視し
ている、（d）現職で見ると、専門職従事者が他の職業従事者と比べてこれらの価
値を重視している、といった諸点が確認される。
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図l個人属性による職業価値観の相違（内在的価値の諸項目）
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図3個人属性による職業価値観の相違（自律的価値の諸項目）
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因子分析において「外在的価値jへの重視度を表すと考えられる第2因子の
負荷が高い3項目については （図2）、（心性別で見ると、 【安定］ 【収入］おい
ては差はないが、 ［昇進］は女性よりも男性の重視度が高い、（b）年齢別に見る
と、特定の年齢層において重視度の高／低が目立ち、 【安定］ ［収入］は60代
において低く、 ［昇進】は20ftにおいて高い、（c）学歴別で、見ると、おおむね高
学歴ほどこれらの価値を重視している、（d）現職別で見ると、とくに［昇進］に
おける差が顕著で、管理職従事者ついで、大企業ホワイトカラー従事者 （大W)
が重視している。
因子分析において「自律的価値jへの重視度を表すと考えられる第3因子の
負荷が高い2項目については （図3）、（a）性別で見ると、項目によって異なる傾
向にあり、 ［独立】は女性よりも男性において、 【時間】は男性よりも女性に
おいてそれぞれ重視度が高い、（b）年齢による差は小さい、（c）学歴による差は小
さい、（d）現職別で見ると、自営業従事者（小企業経営者も含む）において両価
値の重視度が高い。
以上の分析結果から、人々が職業に求める価値志向が多元的な様相を成して
いること、そして各次元の価値志向において個人差が認められることが示唆さ
れ、垂直的志向に特化するアスビレーション研究より幅広い観点から職業志向
を捉えていると言えよう。
3.プロファイル法によるコンジョイント分析モデル
3.1.先行研究の限界と必要とされる研究視角
以上の職業価値観の視角のように、職業の多側面にわたる価値志向を対象と
することによって、人々が有する職業志向を網羅できる可能性は高まるかもし
れない。ただし、その調査研究においては「雇用の安定J「高収入J「興味の
ある仕事」のように抽象的に表現された職業特性に対する重視度が尋ねられて
おり、具体的にどのような内容の職業を希望するのかを突き詰めることは少な
い。上述のような職業価値を重視する人々が、どのような勤務先・収入額・職
種を希望するのかが、これだけでは判明しないという限界がある。
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このように従来の職業志向に関する諸研究においては、職業属性の一部分に
のみ特化していたり、具体性・現実性に欠けるなどの限界があり、人々が職業
選択の際に勘案するであろう職業のもつ多元的な性質を抽出しきれていないこ
とが指摘される。現実に、人々に対して提示される職業情報ー一一求人票や就
職情報誌などーーを想起してみると、それには勤務先組織の情報（業種・資
本金・従業員数など）、募集職種、給与、就労時間・休日といった多様で具体
的な条件・性質が含まれ、人々がそうした情報を比較考量した上で取捨選択を
行っていることは想像に難くない。これまでの職業志向の研究においては、現
実に人々が多く接する職業情報内容のうち、その一部分に対する、あるいはそ
れを抽象化したものに対する希望や重視度を回答してもらっているにとどま
り、またそれゆえに非現実的・理想論的な希望も含まれる可能性も考えられる
ことから、実際の職業志向を反映・再現できているのかに若干の疑問が残るの
である。
このことを鑑みると、今後の研究においては、職業の多元的な特性を前提と
した具体的かつ現実的な人々の志向・選好を抽出するための枠組みが必要と
なってくるだろう。そこで本稿では、具体的に記述された複数の属性が組み合
わされた1つのセット情報に対する選好度に基づいて個々人の選好構造を析出
するコンジョイント分析という手法に着目し、それを職業志向に適用すること
の利点について、次に論じていきたい。
3.2.コンジョイン卜分析の利点と意義
コンジョイント分析とは、人々の選好構造を析出するための分析モデルの一
種で、評定対象の多面的・具体的な情報の記述に対する回答者の選好度に基づ
き、その選好構造を分解する分析手法である。回答者に提示される評定対象情
報に関して、あらかじめ複数の「属性at凶bute」および属性に含まれる複数の
「水準level」を設定する。属性とは評定対象の部分的特性の名称を指し、水準
とは各属性における具体的な値を指す。そして次に、設定された属性・水準の
組み合わせに基づく複数の評定対象 評定対象をコンセプト一覧としてま
とめた「プロファイルpro創出が最もよく用いられるーーが作成・提示され、
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それらに対する回答者の選好度から属性の相対的重要度や水準の効用値（効
果）が析出されることになる。具体的な応用例として、商品購買行動における
製品スペックと価格の組み合わせ、社会的問題に関わる行動・政策と出資コス
トの組み合わせなど、マーケテイングや公共政策に関する意思決定を対象とし
た調査においてしばしば用いられている（Greenand Srinivasan 1978、朝野
1979、Greenand Srinivasan 1990）。職業選好を対象とした実証研究は数少ない
ものの、分析例として、 MBAコースの学生を対象とし、出張回数・地理的位
置・企業成長率・昇進機会・職務内容・職場環境・給与・同僚関係といった職
業属性を設定したMontgomeryand Wittink(l 980)161、大学生を対象とし、セール
ス職に関するポジション（地位） ・管理責任・年収・就労時間・自由裁量と
いった職業属性を設定したSwensonet al.(1993）などが挙げられる。
このコンジョイント分析モデルを職業志向の析出に適用することの利点は、
職業志向研究において必要とされる前述した要素を捉えることにある。すなわ
ち、多元的な職業の属性を設定し、かっその属性を構成する具体的な水準を提
示すること、そしてそれらの効果が析出されることである。中でも、とくにプ
ロファイル法を用いた場合には、勤務先・従業形態 ・職種 ・給料など多元的な
職業属性を組み合わせ、それを1セットの職業情報として回答者に提示する形
式が、実際に人々が接する求人情報の設定に近いため、現実的な回答者の選好
を抽出できる可能性が高いことも、その利点のひとつとして加えることができ
ょう。
また、社会的格差を扱う階層研究の観点からは、コンジョイント分析の適用
によって次の2点に示される重要な意義があることを述べておきたい。第一
に、従来の階層研究において主流であった （職種に基づく） 一元的垂直分化で
はなく、職業に関わる多元的な垂直分化の存在を前提とし、それらに対する志
向を扱う点である。職業の垂直的次元の存在については、階級理論の観点から
生産手段統制力や権限の大きさに基づく分化や、経済的二重構造論の観点から
個人単位だけではなく組織単位の垂直分化が指摘され（7）、さらに複雑性・権
限・威信の3次元の存在を確証的因子分析によって検証したSpaeth(1979）、職業
達成を威信・所得・権限・統制力の諸次元で表し、それらに対する教育達成の
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諸次元（教育年数 ・学校タイプ・修了資格）の効果を検証したKerckhoffet al. 
(1982）など、職業に関する多元的垂直分化に着目した研究も展開されている。
こうした背景もあり、階層研究においても職業的地位を多元的に捉える試みが
なされている。たとえば、職種だけでなく従業上の地位（自営／被雇用） ・企
業規模による区分を含む 「SSM総合職業分類Jを用いた原（1979）、職業的地位
を構成する要素として職種・従業上の地位・企業規模 ・役職に着目し、その多
元性を生かしつつ、所得決定に至る地位達成の分析を展開した鹿又（2001）、職
種・勤務先の産業・企業規模を組み合わせた270種類の職業に対する人々の評
定から、多元的職業威信スコアの測定を試みた中尾（2003）などが挙げられる。
これらによって示唆される職業構造の多元的垂直分化を考慮すると、個々人の
職業志向に関しでも多元的分化に対する各志向を抽出する意義があると判断さ
れる。第二には、垂直分化に対する志向が、他の志向と比べてどの程度の比重
を有しているかを明らかにする点である。職業価値観の諸研究に見られるよう
に、多岐にわたる職業価値の中には必ずしも社会的な序列化がなされない要素
（「内在的価値Jに含まれる個人的満足の源泉など）もあり、人々の職業選択
の際にはその要素も無視し得ないほど大きな要因となっていると思われる。し
たがって、多元的な垂直分化に対する志向の様態を知るためには、それらの志
向自体にとどまらず、ほかの非一垂直的志向との比較考量を含めた相対的な重
要度を析出することもまた必要であると判断される。
以上の2点一一 多元的垂直志向とその相対的重要性一ーを測定・析出する
にあたり、コンジョイント分析モデルは、複数の属性一水準を設定し各効果の
大きさが析出されるという形で対応が可能なのである。
4.大学生の職業志向への適用ーーその調査設計の検討
次に、プロファイル法を用いたコンジョイン ト分析モデルを想定した調査設
計の検討を行ってみたい。前述したように、職業志向に関してコンジョイント
分析を適用した実証研究は少なく、また数少ない中の分析例であるMontgomery
and Wittink(l980）やSwensonet al.(1993）は海外における、そして調査対象・評定
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対象が限定された（MBAコース学生、セールス職など）職業選好を扱ってい
るため、日本における人々の職業志向・選好については別途その調査設計を試
行する必要があるだろう。
コンジョイント ・モデルの調査設計に関してあらかじめ留意しておきたいの
は、この手法がマーケテイング分野などにおいて人々の個別具体的なニーズを
析出するために発展してきたという経緯と関連して、ひとつの調査設計の適用
可能な範囲が狭域に限定される可能性が高いという点である。このことは人々
の選好を抽出する際に利点として論じた具体性の確保と表裏一体の関係にあ
り、具体的なプロファイル情報を提供し、より現実的な選好を引き出す代わり
に、幅広い選好を網羅できる可能性は小さくなることを意味する。したがっ
て、職業選好に関して言えば、就職前の学生とすでに職に就いている社会人、
またそれぞれの中でも高校生と大学生との問で、あるいは業種や従業形態に
よって、提示する具体的な職業情報（収入額や職務内容など）が異なってくる
のが現実的であり、それぞれの層を想定し限定した調査設計を立てることが必
要となってくるだろう。本研究では、さしあたり四年制大学の学部学生を対象
とした実験的調査を行うことを視野に入れて、その調査設計の検討をすすめて
いくことにしたい。
4.1.職業属性の選定
コンジョイント分析モデルにおいては、まず最初に、評定対象のどのような
属性を取り上げるのかが重要となってくる。職業に関する属性としては、仕事
内容・労働条件・地位・報酬・職場環境・福利厚生などに含まれる多様な項目
を挙げることができるが、それぞれの属性の中で複数の水準を設定する必要が
あること、そして属性一水準の組み合わせによってプロファイルが作成される
ことから、属性の数は少数に絞り込むことが望まれる。その際には、（1）現実に
人々がアクセス・入手できる具体的な情報であること、（2）就職先選択の基準と
して重要視されると見込まれること、（3）他の属性との独立した組み合わせが可
能であることを選定の指針とする。ただし、勤務先産業（業種）および職種に
ついては、その重要性を認めつつも、以下に述べる理由からそれぞれの扱いを
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決定した。
(a）勤務先産業は、大学生の就職先選択にあたって最も重要視される基準である
（安田 1999、産業能率大学2003）。しかしながら、コンジョイン ト・モデ
ルに適用するにあたって、産業の種類が多いため水準数を多数設定する必要
があり、また大分類で括ってもその中で選好が分岐している可能性が考えら
れる。現実の就職活動を見ても、業種選択はまず最初のステップであり、そ
の上で選択した業種内において職業条件に基づく企業選択を行うことが一般
的である。これをふまえて本研究では、学生の職業選好において産業が最も
重要であることを前提としながらも、職業プロファイルの属性として取り上
げることはせず、業種選択を行ったあとの職業条件としてプロファイルを構
成する他の属性 ・水準を設定していくことにする叱
(b）職種については、学生各人の所属学部・専攻によってすでに見通しが立って
いる可能性が高く （文系は営業職・事務職、理系は技術職など）、職種それ
自体に対する希望を尋ねる必要性は小さい。ただし、職種・仕事内容に対す
る選択の自由度は、仕事の内在的価値に対する志向を測定するのに重要であ
ると考え、配属先や特定の職種・仕事内容に対する当人の希望がどの程度受
け入れられるかを、プロファイルの属性として含めることにする。
以上を考慮した上で、職業プロファイルを構成するための属性として、企業規
模 ・職種 （選択自由度）・初任給・労働時間・勤務地・企業成長率・将来的に
見込まれる年収・昇進スピードをその候補とした。
4.2.水準の設定
次に、上述した属性に含まれる複数の水準を設定する。その際に留意すべき
点として、水準の値や名称、また水準の数によって結果が異なる可能性が考え
られることである。コンジョイント ・モデルを適用した先行の調査研究がほと
んどない職業選好に関しては、このことについて試行的にならざるを得ない。
そこで本研究では、調査設計を複数種類設定しておき、相互に比較検討できる
よう属性水準を設定することにしたい。
具体的には表2・表3（左欄）に示したような、 A～C票の計3種類の属性一
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水準設定を行った調査票を用いる。 A票とB票には、企業規模・配属先（職
種） ・給与・労働時間・勤務地といった基本的な職業条件の属性を含め、それ
ぞれの水準設定において若干異なる名称、を用いている。そしてC票にはこれら
に加えて、企業成長率・ 35歳時年収 ・課長到達年齢といった属性を含め、属性
数が多いぶん水準数を2レベルずつに統ーした。水準名称、の設定については、
以下に各属性別の詳細を記しておこう。
表2 調査票の属性ー水準設定と抽出されたプロファイノレ（A票 ・B票）
プロファイノレ番号
A票 B票 I 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 12 13 14 15 16 
???、??
?
? ?????
?
???
???????
＊ホ 刻ド ＊ 
判断 ホ
配属先（職種）
希望考慮 希望考慮車 掌＊
会社決定 会社決定 事＊場 事事 割前 ＊ ＊ 
?????
??
??
??
? ?
?
?? ???????????
?
?
?
?????
当B ・
調R ，俳 ＊ 調跡 調俳
残業時間・労働時間後i
月 10時間 日8時間
月20時間 日9時間専
月 30時間 日10時間
’‘’‘ ホ＊ 事事本
勤務地
大都市
地方
東京都内 事事宇事$
地方 事＊ 車場 事事
各プロファイノレは、・の水準をそれぞれ列挙した 1セットの職業情報
※1 A票では残業時間を、 B票では所定の勤務時間も含む総労働時間を設定し、それぞれ給与の高さと
比例させて提示する（長時間労働ほど高収入）．実際の分析の際は、給与とあわせて lつの属性と
して扱わなお、時間数は条件ではなく、社員の平均として提示する。
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表3 調査票の属性一水準設定と抽出されたプロファイノレ（C票）
企業規模
大手企業
一般企業
企業成長率
マイナス 5%
プラス 10%
配属先（職種）
希望考慮
会社決定
初任給月額
18万円
22万円
勤務地
東京近辺
地方
残業時間机
月 10時間
月30時間
35歳時年収肌
550万円
700万円
課長到達年齢制
37歳
43歳
プロファイル番号
l 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1 12 13 14 15 16 
a・ ・M’＊ 事$
事 司ド ＊ ． ，
$事事＊
* • * ．， 
‘h ’ 傘事．．．，． 
惨ー 事 魯
．， 
傘＊ 司ド ＊ 司’
* * • 事$＊ ・.• ・4・
事 司惨 ．． 
場布 事・ . 4降司‘
‘院 事 司ド
.ー . 
当惨 事 ． 
傘 傘 司惨 • • 事事
. ＇’ H’ ・＊
各プロファイノレは、・の水準をそれぞれ列挙した lセットの職業情報
※1条件ではなく、社員の平均値として提示する。
(1）企業規模
B票においては、従業員数（社員数）の実数を用い、提示されるプロファイル
を見て回答者が他の水準と誤らないように、桁数および最初に来る数字がそれ
ぞれ異なるよう配慮した。 A票においては、大一中一小といったレベルを意識
しつつも、大企業に相当する水準には、単に従業員数が多いだけではなく当該
業界において有力であることを含意する 「大手企業jという名称、を、小企業に
相当する水準にはチャレンジ性の要素を含む「ベンチャー企業」という名称を
用い、企業組織に関する質的な違いをもたせてみた。水準数を2レベルに設定
したC票では、 A票における名称、を踏襲しつつ、 「大手企業」とそれ以外との
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対比に重点を置いた。
(2）企業成長率
企業規模とともに、企業組織全体に関する情報としてC票に含めた属性で、就
職先選択の際に重視される、いわゆる「会社の将来性」を示すものと想定し
た。その指標として、前年度からの業績（利益）伸び率を用い、昨今の経済状
況も考慮するとマイナス成長の企業も少なくないと思われるので、 「マイナス
5%Jと 「プラスIO%Jという対比を設定した。
(3）配属先（職種）
先述した職種の選択自由度を示す属性で、当人の属性（出身学部など） ・適性
にしたがって企業側が決定する場合と、当人の希望を考慮しつつ話し合いで配
属先が決定される場合の2値とし、すべての調査票において共通の設定とし
た。
(4）給与
給与額については、その官庁統計によってその実態を確認した上で、現実的な
範囲の額を設定した。初任給に関しては、厚生労働省『平成14年賃金構造基本
調査（初任給） jデータから、大卒者の平均月額（男性19.85万円、女性18.88
万円）およびその分布を参照した上で、月額20万円前後をその標準として想定
した。 B票においては月給20万を中間として±3万円を設定、 A票において
は、それら月給額および賞与分から算定されるおおよその年額として、区切り
の良い額を設定した（年収額今月給額×〔12ヶ月＋賞与分5.5ヶ月〕） 。C票
においては、 B票の範囲よりそれぞれ1万円ずつ狭い額（18万／22万）を設定
した。またC票では初任給だけでなく、将来の収入見込みとしてお歳時の平均
収入額も提示し、経済的地位志向に関して短期的／長期的との区分を試みるこ
とにした。その年収額について、厚生労働省『平成14年度賃金構造基本調査』
における一般雇用者のデータを参照すると、大卒男性30-34歳の月額賃金の50
ノfー センタイル（メディアン）は30.96万円、大卒男性35-39歳のそれは38.10万
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円となっており、それから推計されるおおよそ区切りの良い年収額として550
万円／700万円を設定したへ
(5）労働時間、残業時間
労働時間について、 A票 ・B票では独立した属性ではなく、 「高収入・長時間
労働」 － 「低収入・短時間労働Jという対極の志向を想定した上で、給与額と
比例させた形で提示する。労働時間の実態を示す諸種の官庁データを参照しつ
つl叫、A票では1ヶ月平均の残業時間を、 B票では1日平均の労働時間を属性と
して取り上げ、それぞれ残業が少ない （残業月10時間 ・1日8時間労働）／多少
ある （残業月20時間・ 1日9時間労働）／コンスタントにある （残業月30時間・
1日10時間労働）の3レベルとして設定した。C票では給与とは独立した属性と
して扱い、その水準値としてA票で設定した両端の残業時間数を用いることに
した。
(6）勤務地
勤務地の地域特性として、 A票のように大都市／地方を都市規模をベースとし
つつ、調査対象者の現住地が首都圏であることを想定した上で、 B票では東京
都内／地方、 C票では東京近辺／地方という2値をそれぞれ設定した。
(7）課長到達年齢
C票において、将来の収入見込みとならんで長期的なキャリア志向を抽出する
ための属性として、昇進スピードを表す課長戦に到達した平均年齢を取り上げ
る。一般企業において課長相当の役職は、大卒就職者の多くが就くことにな
り、その到達スピードがしばしば出世の指標とみなされる （今回 ・平田 1995、
橘木 ・連合総合生活開発研究所1995）。 橘木らによる4杜の事例調査では、課
長昇進の平均年齢はいずれも30代後半であり．（小林1995）、他の調査研究（花
田1987、今回 ・平田 1995、竹内 1995）においても、大卒社員が入社後12年～
17年に課長職に就いていることが指摘されている。実際に課長職に就くのは大
卒社員だけではないことを考慮し、本調査ではその到達年齢の平均を40歳前後
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と想定した上で、士3歳を範囲とした37歳／43歳と設定した。
4.3.直交計画によるプロファイル抽出
以上のように設定した属性・水準に基づき、その組み合わせによって実際に
調査回答者に提示する職業プロファイルが作成される。作成可能なプロファイ
ル数は、 A票 ・B票の場合は3×2×3×2=36種類、 C票の場合は28=256種類
であるが、実際の調査において各対象者にこれらすべての選好度を回答しても
らうのは困難であるため、何らかの形でプロファイルを取捨選択する必要があ
る。そこでよく用いられるのは、少数のプロファイルによって各属性 ・水準の
主効果を推定するために、属性が相互に独立（無関連）となるようプロファイ
ルを抽出する「直交計画orthogonalplan」という手続きである。
図4提示するプロファイノレ例（調査票より抜粋）
A票
C1l I 企業特性 大手企業
B票
l!2属先（職種｝：本人の希望を考慮
給与： 年収350万円
残業時間： 月20時間（平均）
勤務地 地方
(1)「可頁if':2000人
C菓
配属先（職種） 本人の希望を考慮
給与 月給20万円
労働時間 9時間（1日平均）
勤務地 地方
m I 企業特性 ・一般企業
企業成長率・マイナス5%
配属先｛職種）． 会社側が決定
初任給月額’ 18万円
2 3 
砧 cたい
就むたい－ v 就きたくない
2 3 4 5 6 7 
就＂た い・ 就きたくない
2 3 4 5 6 7 
勤務地： 地方
残業時間 ：30時間 （周平均）
35歳時年収 ・550万円 （平均）
課長到達年齢 43歳（平均）
4 5 6 7 
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A・B票設計 （共通）およびC票設計に基づき、コンピュータ・プログラム
(SPSS ver.11）によってそれぞれ16個ずつのプロファイルを抽出した結果川、
表2および表3の右欄に示す属性一水準を有する職業プロファイルが得られた。
実査においては、これら16種類のプロファイルに含まれる各属性一水準を列挙
して提示し、それぞれに対する選好度を7段階で回答してもらうことにした
（図4）。
5.むすびにか主て
プロファイル法を用いた職業選好調査は、以上の調査設計にしたがい、東京
都立大学の学部学生を対象とιてすでに実施し終えたところであるが、その分
析結果は別の機会に譲ることとしたい。
本稿では、人々が有する職業に対しての志向をいかに捉えるかという点に関
して、従来の職業アスピレーションおよび、職業価値観を扱った研究・結果を概
観した上で、それらでは十分に捉えきれなかった具体的・現実的な志向を、職
業のもつ多元的な特性も考慮しつつ析出するための手法として、職業プロファ
イルの提示によるコンジョイン ト・モデルの導入を検討した。プロファイル法
を用いる大きな利点のひとつは、実査において対象者に提示される1セットの
職業情報が、現実に人々が接する求人票や就職情報誌などの様式に近似してい
るため、実際の就職行動場面における選好が抽出できる可能性が高いと見込ま
れることである。一方で、その現実性を高めるためには、プロファイルを構成
する属性ー水準の設定において細心の注意を払わねばならず、とくに実証研究
の蓄積が少ない職業選好に関しては、これから多くの実験的設計を試行する必
要があるだろう。また、本稿で検討したのは大学生を対象と想定した設計であ
り、それ以外の層 （高校生、社会人）を対象とする場合の設計は、別途検討が
望まれるだろう。
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注
( 1）職業アスピレーションの先行研究については、林（2001）に詳しくまとめてある。
(2) 職業価値観の先行研究の詳細、および職業達成との関連については、林（2003）を参
照。
(3) 日本版GeneralSocial Surveys (JGSS）は、大阪商業大学比較地域研究所が、文部科
学省から学術フロンティア推進拠点としての指定を受けて（1999-2003年度）、東
京大学社会科学研究所と共同で実施している研究プロジ、エクトである（研究代表：
谷岡一郎・仁田道夫，代表幹事：佐緩博樹・岩井紀子，事務局長：大津美苗）。
データの入手先は，東京大学社会科学研究所附属日本社会研究情報センタ－SSJ
データ・アーカイブである。同データの職業価値観項目は、佐藤（2002a,2002b）、西
川（2002）がそれぞれ特定層に着目した分析を行っている。
(4) どの項目においても「まったく重要でないJという回答が少数であるため、 「重要
でない」と合併した。
(5) 図中には示されていないが、以降の記述では、平均値の差の検定 （F検定）の結果
にしたがう。
(6) この調査研究では、プロファイル法ではなく、 2つの属性の各水準の組み合わせを
表にした「トレードオフ表回de-o仔table」を提示し、その表の各セルに選好順位を
付けてもらうこ因子一覧法two-factor-at-a-timeme由odを用いた上で、コンジョイン
ト分析を行っている。コンジョイント分析を含む選好構造分析の概要については
Green and Srinivasan( 1978）・ Greenand Srinivasan(l 990）を参照。
(7）階級理論や経済的二重構造論に関する諸研究は、橋本（1999)・鹿又（2001）に詳しくま
とめられている。
(8）勤務先産業をはじめ、職業の重要な要素でありながら、以降の属性一水準設定にお
いて除外した志向（民間企業／官公庁、独立自営／被雇用者など）については、職
業プロファイル以外の質問項目において尋ねておくことにしたい。
(9) 年収額を、先と同じ月額×〔12ヶ月＋賞与分5.5ヶ月〕と想定すると、年収550万円
は月額31.4万円、年収700万円は月額40.0万円に相当する
(10）残業時間に関する統計として「所定外労働時間jを扱う『毎月勤労統計調査』があ
り、それによると、平成14年における従業員数30人以上の事業所の月平均所定外労
働時間数は11.4時間であった。ただし、この統計は事業所がその従業者に対して支
払った手当分の時間数を報告しているものであり、いわゆる「サービス残業jと呼
ばれる無報酬の時間外労働は含まれていないことに注意を要する（熊沢2003）。し
たがって、本調査設計では、残業時間をこの統計値より多めに設定することにし
た。
(1) 16個というプロファイル数は、分析において属性一水準の効果を推定する際の自由
度と、対象者の回答負担との兼ね合いから判断した。
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